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令和2年度補正持続化給付金審査等事務事業
銀行口座情報の不備によって給付を行えない事例
及びその対処として有効な方法の調査・整理



© 2022. For information, contact Deloitte Tohmatsu Financial Advisory LLC.2

銀行口座の不備によって給付を行えない事例

銀行口座の不備によって給付を行えず申請者への確認が必要となる事例は3つの類型に
大別される

*1 「口座番号（広義）」は、「金融機関コード」、「支店コード」、「預金種別」、「口座番号（7ケタ）」の組み合わせを指す。「口座番号（狭義）」は、「口座番号（7ケタ）」を指す。

銀行口座情報の
不備によって

給付を行えない事例

口座番号（広義）※1に不備あり

口座名義に不備あり

口座自体に不備あり
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銀行口座不備の類型

3つの類型をさらに詳細に分類し、それぞれの不備内容を整理した

不備の大分類 不備の中分類 不備の内容

口座番号（広義）
に不備あり

金融機関コード相違 入力された口座情報の銀行名が金融機関登録情報と相違している

支店コード相違 入力された口座情報の支店コードが金融機関登録情報と相違している

預金種別相違 入力された口座情報の預金種別が金融機関登録情報と相違している

口座番号（狭義）相違 入力された口座情報*2の口座番号（狭義）が金融機関登録情報と相違している

口座名義に不備あり 口座名義相違 入力された口座情報の口座名義カナが金融機関登録情報と相違している

口座自体に不備あり

口座解約 入力された口座が解約されている

本人死亡 入力された口座の名義人が逝去している

口座凍結 入力された口座が凍結されている

その他 入力された口座に何らかの不備がある

*2 「口座情報」は、「金融機関コード」、「支店コード」、「預金種別」、「口座番号（7ケタ）」、「口座名義」の組み合わせを指す。
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対処として有効な方法

各事例に対するエラーの分析の結果を踏まえて、以下の対処を実施した

対処として
有効な方法

 本事業では下記３つの施策により、不備の回避を図った

① 申請画面における入力バリデーション：入力規則に反する文字が使われた場合等に申請画面で修正を指示等

② 属性チェック：文字属性に問題がないか確認（振込データが全銀フォーマットに即しているか）

③ 口座事前確認：振込を実施する前に口座のステータスや口座情報の正誤を確認

 ①申請画面における入力バリデーション、②属性チェック、③口座事前確認を取り入れた業務プロセスで事業を開始した
が、口座不備により振込後に組み戻しとなる事例が一定数発生した

 組み戻しとなった場合は、原因を特定し、申請者にエラー補正（銀行口座情報の不備の修正）を依頼した

 ②属性チェック、③口座事前確認で検知されたエラー事例と、組み戻しとなった事例の調査・分析を通して、下記2点に
取り組んだ

 申請画面における入力バリデーションの最適化：入力ミスが起こりやすい部分にバリデーションを追加

 エラー補正手順の改善：事務局による補正が可能な軽微なエラーについて、補正後のエラー発生率がより低く
なるような補正パターンを追加し、申請者へのエラー補正依頼を削減
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